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第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、秋田県警察における文書の管理について、必要な事項を定めるもの

とする。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

(1) 文書 職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真及び電磁的記録であっ

て、職員が組織的に用いるものとして、秋田県警察が保有しているものをいう。

(2) 紙文書 文字又はこれに代わるべき符号を用い、紙の上に永続すべき状態におかれ

ている文書をいう。

(3) 電子文書 電磁的記録である文書をいう。

(4) 公安委員会 秋田県公安委員会をいう。

(5) 警察本部 秋田県警察本部をいう。

(6) 部 警察本部の各部をいう。

(7) 所属 警察本部の課、科学捜査研究所、機動捜査隊、運転免許センター、交通機動

隊、高速道路交通警察隊、機動隊及び警察学校並びに警察署をいう。

(8) 課 警察署の課（課制のない係を含む。）をいう。

(9) 本部長 秋田県警察本部長をいう。

(10) 部長等 警察本部の各部の長、首席監察官及び警察学校長をいう。

(11) 所属長 所属の長をいう。



(12) 次長等 警察本部の課の次長、所の副所長、隊の副隊長及び警察学校の副校長並び

に警察署の副署長をいう。

(13) 起案文書 事案の処理について権限を有する者の決裁を受けるために作成した文書

をいう。

(14) 原議 決裁を受けた起案文書をいう。

(15) 施行文書 原議のうち、清書、文書番号の記載、公印の押印など一定の手続終了

後、送達等によりその効力を発生させる文書をいう。

(16) 完結文書 回覧によって処理を終了する文書で回覧が終わったもの、施行を要する

文書で施行が終わったもの及び施行を要しない文書で決裁が終わったものをいう。

(17) 通達文書等 通達文書、報告文書及び連絡文書をいう。

(18) 保管 文書を保存期間の起算日までの間又は指定された期日までの間、定められた

場所で管理することをいう。

(19) 保存 文書を保存期間の起算日から廃棄又は削除（以下「廃棄等」という。）の日

までの間、定められた場所で管理することをいう。

（文書管理の庶務）

第３条 文書管理の庶務は、警察本部及び警察署において文書の管理に関する事務を総括

する所属又は課をいい、警察本部及び警察署の警務課（係）とする。

（総括文書管理者）

第４条 警務部長を総括文書管理者とする。

２ 総括文書管理者は、文書の管理がこの訓令に従って適正かつ円滑に行われるよう指導

するとともに、必要があると認めるときは、所属における文書の実態を調査し、又は文

書の管理に関し所属長に対して報告を求め、若しくは改善のための指示を行うことがで

きる。

（所属長の責務）

第５条 所属長は、所属における文書の管理を総括し、文書の管理に対して責任を負うも

のとする。

（文書管理者）

第６条 所属に文書管理者を置く。

２ 文書管理者は、次長等をもって充てる。

３ 文書管理者は、所属における文書管理に係る事務を総括する。

４ 文書管理者は、所属における文書管理の状況について、毎年１回以上点検を行うもの

とする。

（文書担当者）

第７条 所属に文書担当者を置く。

２ 文書担当者は、所属長が職員のうちから指定するものとする。

３ 所属長は、必要と認めるときは、文書担当者を複数置くことができる。

４ 文書担当者は、文書管理者を補佐し、次の各号に掲げる事務を処理する。

(1) 文書の収受、配布及び発送に関すること。

(2) 文書の整理及び編集に関すること。

(3) 文書の保管、保存及び廃棄等に関すること。



(4) 文書の管理に係る指導及び改善に関すること。

(5) その他、文書の管理に関し必要なこと。

（文書管理の原則）

第８条 文書は、適正かつ迅速に処理するとともに、定められた場所において管理し、文

書事務が能率的に処理されるようにしなければならない。

２ 職員は、常に文書の所在を明らかにし、紛失等事故の防止に留意するとともに、所属

長の許可なく部外者に示し、内容を告げ、閲覧させ、謄写若しくは複写させ、又は庁外

に持ち出してはならない。

（文書作成の原則）

第９条 文書は左横書きとする。ただし、次の各号に掲げるものについては、この限りで

ない。

(1) 法令その他の定めによって書式が縦書きとなっているもの

(2) 文書の性質上横書きにすることができないもの

２ 用字及び用語は、特にやむを得ない場合のほか、常用漢字表（平成22年内閣告示第２

号）、現代仮名遣い（昭和61年内閣告示第１号）、送り仮名の付け方（昭和48年内閣告

示第２号）及び外来語の表記（平成３年内閣告示第２号）による。

第２章 文書の種別

（文書の種別）

第10条 文書の種別は、公示文書、令達文書、通達文書、報告文書、連絡文書、資料及び

その他の文書とする。

２ 公示文書とは、次の各号に掲げるものをいう。

(1) 警察本部告示 本部長が職務上の権限に基づいて、法令の定める事項又は処分、決

定等で公示する必要があると認める事項を管轄区域全般又はその一部に公示するもの

をいう。

(2) 警察署告示 警察署長が職務上の権限に基づいて、法令の定める事項又は処分、決

定等で公示する必要があると認められる事項を管轄区域全般又はその一部に公示する

ものをいう。

(3) 公告 告示以外で管轄区域全般又はその一部に公示するものをいう。

３ 令達文書とは、次の各号に掲げるものをいう。

(1) 警察本部訓令 本部長が職務運営の基本的事項について、部下職員に発する指揮命

令で、規程の形式によって示達するものをいう。

(2) 訓達 警察学校長又は警察署長が、職務運営の基本的事項について部下職員に対し

指揮命令するものをいう。

(3) 警察本部指令 本部長が職務上の権限に基づいて、個人、団体等特定の者からの申

請、願い等に対して許可、認可、承認等の意思を表示するもの及び特定の個人又は団

体に対し、その権限に基づいて特定事項を指示命令するものをいう。

(4) 警察署指令 警察署長が職務上の権限に基づいて、個人、団体等特定の者からの申

請、願い等に対して許可、認可、承認等の意思を表示するもの及び特定の個人又は団

体に対し、その権限に基づいて特定事項を指示命令するものをいう。

４ 通達文書とは、次の各号に掲げるものをいう。



(1) 例規 本部長が職務運営の一般的事項、法令の解釈、運用方針等について指揮命令

するもので規範となるものをいう。

(2) 通達 本部長、警察学校長、警察署長が、職務運営の一般的事項について部下職員

に指揮命令するものをいう。

５ 報告文書とは、報告、申請、進達、上申、復命、伺い等職務上必要な事項について、

上司その他職務上権限のある者又は上級機関に提出するものをいう。

６ 連絡文書とは、通知、通報、連絡、照会、依頼、回答、手配、送付、移ちょう、協議

等職務上必要な事項について発するものをいう。

７ 資料とは、執務資料、教養資料、統計資料、その他執務上参考となるものをいう。

８ その他の文書とは、願い、届け、辞令、証書、賞状、式辞、協定書、証明書、契約書

その他第２項から前項までに掲げる文書以外のものをいう。

（公安委員会の文書）

第11条 公安委員会の文書については、別に定めがあるものを除き、警察本部において管

理するものとする。

第３章 文書の送達及び収受

（文書の送達）

第12条 文書の送達は、逓送、郵送、電子メールを送信する方法又はファクシミリ装置を

用いて送信する方法による。ただし、緊急を要するものその他逓送、郵送、電子メール

を送信する方法又はファクシミリ装置を用いて送信する方法によることが困難なものに

ついては、特使その他の方法によることができる。

（逓送事務）

第13条 逓送に関する事務は、情報管理課で行う。

２ 逓送業務については、別に定めるところにより実施するものとする。

（文書の収受及び配布）

第14条 警察本部に到達した文書は情報管理課、警察署に到達した文書は警務課（係）に

おいて受領し、次の各号に掲げるところにより速やかに処理しなければならない。ただ

し、宛先に直接到達した文書については、当該所属において受領し処理するものとす

る。

(1) 文書は開封しないで、宛先に配布すること。

(2) 宛先が明らかでない文書は、前号の規定にかかわらず、これを開封し、関係する所

属に配布すること。

(3) ２以上の所属に関係のある文書は、最も関係が深いと認める所属に配布すること。

(4) 特殊取扱郵便物（書留、現金書留、簡易書留、引受時刻証明、配達証明、内容証明

等の取扱いにより送達された郵便物をいう。）については、特殊文書取扱簿（別記様

式第１号）に登載し、処理状況を明らかにしておくこと。

(5) 速達郵便物は、速やかに宛先に連絡し、遅滞なく配布すること。

２ 執務時間外に到達した文書は、日直、当直勤務員又は休日勤務員が受領し、執務開始

の際、警察本部にあっては情報管理課、警察署にあっては警務課（係）に引き継ぐもの

とする。ただし、急を要するもの又はあらかじめ指示を受けたものについては、宛先に

連絡するなどの適切な措置をとらなければならない。



（所属における到達文書の処理）

第15条 文書管理者及び文書担当者は、所属に到達した文書について、次の各号に掲げる

ところにより速やかに処理しなければならない。

(1) 親展文書については、文書管理者が所属長の命を受けて開封するものとし、それ以

外の文書については文書担当者が開封すること。

(2) 開封した文書が、当該所属の所管に属さないものであるときは、その旨を付して直

ちに情報管理課又は当該事務を所管する所属に回付すること。

(3) 開封した文書が、当該所属の所管事務に属するものであるときは、文書の余白に文

書収受印（別表第１）を押して収受し、文書収受簿（別記様式第２号）に所定事項を

記入すること。ただし、年間を通じて、同一の題名で相当数受領する申請書等につい

て、別に定めた簿冊により整理しているもの及び軽易なものは、文書収受簿への登載

を省略することができる。

(4) 収受の日時がその行為の効力又は権利の得喪に関係があるもの、その他文書を受理

したことについて特に確認を要すると認められるものについては、直ちに文書管理者

を経て所属長の閲覧を受けること。

第４章 文書の起案及び決裁

（起案文書の作成）

第16条 組織としての意思決定を要する文書の配布を受けたとき、又は必要があって案件

を起こそうとするときは、上司の命を受けて、又は自ら起案文書を作成するものとす

る。

２ 文書の起案に当たっては、起案の趣旨、目的を把握し、関係する法令、規則等を検討

して内容の正確を期するとともに、疑義を生じることがないように留意しなければなら

ない。

（起案の方法）

第17条 起案文書は、原則として次の各号に掲げる要領により作成するものとする。

(1) 起案は、起案用紙（別記様式第３号）を用いること。ただし、罫紙については、こ

れに代えて適当な用紙を用いることができる。

(2) 起案文書は、原則として１案件ごとに作成すること。

(3) 題名は、文書の内容を簡潔に表現するものとし、通達文書等にあっては、通達、通

知、照会、回答等、当該文書の性質を表す名称を題名末尾の後に括弧書きすること。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる文書については、当該各号に定める手続

により処理することができる。

(1) 定例的又は軽易な文書で、文書の余白に処理案を記載して処理できるもの

(2) 定められた簿冊、帳票等により処理するもの

(3) その他、起案用紙によらないで、処理してもよいと認められるもの

３ 電話又は口頭により連絡、報告、照会、回答等を受けたときは電話等処理用紙（別記

様式第４号）により、処理するものとする。

（決裁）

第18条 起案文書は、直属の上司を経て決裁を受けなければならない。この場合におい

て、関係文書その他参考に供するものがあるときは、当該文書にこれを添付するものと



する。

２ 決裁を終えた起案文書には、決裁年月日、その他所定事項を記入し、処理経過を明ら

かにしておかなければならない。

３ 公安委員会の委員長及び委員の決裁は、本部長を経て受けるものとする。

（合議）

第19条 起案文書の内容が他の所属又は課の所管する事務に関係があるものについては、

合議しなければならない。ただし、当該関係者が出席している会議で決定又は承認され

たものについては、その内容を変更しない限り合議を省略することができる。この場合

においては、起案用紙の合議欄にその旨を記載しなければならない。

２ 合議は、次の順により行うものとする。

(1) 警察本部

ア 他の部に関係する起案文書は、主管部長に回議した後、関係する所属長及び部長

に合議する。

イ 同一部内の他の所属に関係する起案文書は、関係する所属長に合議した後、主管

部長に回議し、又は決裁を受ける。

(2) 警察署 他の課に関係する起案文書は、関係する課長に合議した後、副署（次）長

に回議する。

（原議の管理）

第20条 原議は、特に定めのあるものを除き、起案した所属において、施行文書に添えて

保管、保存するものとする。

第５章 文書の審査及び登録

（文書の審査）

第21条 警察本部において起案する文書については、別に定めるところにより文書の審査

を受けなければならない。

（文書の登録）

第22条 警察本部において施行する文書については、別に定めるところにより文書の登録

をしなければならない。

第６章 文書の施行

（文書の効力）

第23条 文書は、原則として発出日をもって、その効力を有する。ただし、適用日又は施

行日が規定されているものは、当該日を効力の発生日とするものとする。

２ 通達文書等は、原則として保存期間が満了する日をもってその効力を失うものとす

る。ただし、法令又は警察本部訓令の制定又は改廃に伴うもの及びその性質上文書の施

行をもってその目的が果たされるものについては、この限りでない。

（公示）

第24条 警察本部告示は、秋田県公報に登載して公示するものとする。ただし、天災地変

その他やむを得ない事情で秋田県公報に登載することができない場合又は別に定めのあ

る場合は、警察本部の掲示場又は公衆の見やすい場所に掲示してこれに代えることがで

きる。

２ 警察署告示は、法令、条例に特別の定めがある場合を除いて、その警察署の掲示場又



は交番等その他公衆の見やすい場所に掲示して公示するものとする。

３ 公告の公示は、前２項の規定を準用するものとする。

（文書の記号及び番号）

第25条 告示、訓令及び訓達については、警察本部にあっては警務課の告示令達簿（別記

様式第５号）、警察署にあっては当該警察署の告示令達簿に登載し、文書の種別ごとに

付した一連番号を記入するものとする。

２ 前項に掲げる文書以外の文書については、所属の文書発出簿（別記様式第６号）に登

載し、文書記号及び文書番号（別表第２）を記入するものとする。この場合において、

２以上の所属又は課の所管する事務に関係が深いものについては、関係する所属又は課

の文書記号及び文書番号を併記するものとする。

３ 定例又は軽易な文書については、文書発出簿への登載を省略することができる。

４ 文書番号は、暦年ごとに一連番号とするものとする。

（文書の施行者名）

第26条 文書の施行者名は、警察本部から発出する文書には本部長名を、警察署から発出

する文書には警察署長名を用いるものとする。ただし、警察本部から発出する報告、連

絡文書については、部長等名又は所属長名によることができる。

（公印の押印）

第27条 部内に発出する文書には、次の各号に掲げるものを除き、公印を押印しないもの

とする。

(1) 証書、証明書等公印がその文書の効力の要件となっているもの

(2) 賞状、辞令等公印がその文書の形式的要件となっているもの

(3) 訴訟、処分に関するものその他文書の公信性を明らかにする必要があると認められ

るもの

２ 部外に発出する文書には、公印を押印するものとする。ただし、次の各号に掲げるも

のについては、押印を省略することができる。

(1) 押印を省略することについて、あらかじめ関係機関の同意又は承諾を得たもの

(2) 多数印刷したもので文書の公信性が明らかなもの

(3) その他施行者が押印の必要がないと認めたもの

３ 公印を押印する施行文書で、特に公信性を証明する必要がある場合は、原議との間に

契印を押印するものとする。

第７章 文書の保存期間

（保存期間）

第28条 文書の保存期間は、文書保存期間基準表（別表第３）により、次の７種に区分す

るものとする。ただし、法令その他に定めのあるものは、その定めによるものとする。

(1) 永年

(2) 30年

(3) 10年

(4) ５年

(5) ３年

(6) ２年



(7) １年

（保存を要しない文書）

第29条 文書の施行者は、保存を要せず１年未満の期日を定めて保管する文書（以下「期

日指定文書」という。）については、保管期限を指定するものとする。

２ 期日指定文書は、保管期限をもってその効力を失うものとする。

（保存期間の起算日）

第30条 完結文書又は簿冊の保存期間の起算日は、当該完結文書又は簿冊の完結した年の

翌年の１月１日とする。ただし、会計に関する文書にあっては、文書の完結の日の属す

る会計年度の翌年度の４月１日とする。

第８章 文書の分類

（文書の分類）

第31条 所属長は、総括文書管理者が別に定めるところにより、文書を分類して管理しな

ければならない。

（文書等分類基準表）

第32条 所属長は、前条の規定により文書を分類するため、暦年ごとに文書等分類基準表

（別記様式第７号）を作成し、総括文書管理者に提出しなければならない。

２ 所属長は、文書等分類基準表を変更するときは、その都度、総括文書管理者に報告し

なければならない。

（文書分類の表示）

第33条 公示文書、令達文書を除く施行文書には、当該文書の右上部に文書分類用枠（別

記様式第８号）を表示し、次の事項を記載するものとする。ただし、法令、規則等で定

められた書式、部外に発出する文書等で表示することが適当でないと認めたときは、こ

の限りでない。

(1) 保存を要する文書（以下「保存文書」という。）については、第31条で定めるとこ

ろによる「分類コード」及び「保存期間」を記載すること。

(2) 期日指定文書については、「期日指定」と表示し、「保管期限年月日」を記載する

こと。

(3) 施行者において取扱い上、特に注意を要すると認められる文書については、文書分

類用枠の上部に朱書きで「取扱注意」と表示するとともに、施行後回収の必要がある

場合は、「返却期限年月日」を記載すること。

第９章 文書の整理及び保管

（文書の整理及び保管）

第34条 文書は、次の各号により整理し、常に閲覧できるような場所に保管しなければな

らない。

(1) 紙文書は、簿冊等を使用し、文書等分類基準表に従って、文書の種類ごとに完結の

順序にしたがって整理すること。ただし、事務処理上必要と認められるものについて

は、分冊し保管することができる。

(2) 電子文書は、文書等分類基準表に従って文書の種類ごとに整理し、電磁的記録媒体

等に保管すること。

(3) 文書の形状等により簿冊につづり込むことが困難なもの又は電子文書として管理が



困難なものについては、管理できる他の方法により整理し保管すること。

(4) 簿冊及び電磁的記録媒体等に保管する電子文書は、暦年（会計に関する文書は会計

年度）ごとに区分すること。ただし、数年にわたってつづり込むことが適当な完結文

書については、この限りでない。

(5) 期日指定文書については、保存文書と別にし、廃棄等するまでの間、適正に保管す

ること。

（表紙及び索引等）

第35条 紙文書を簿冊により整理及び保管する場合には、表紙（別記様式第９号）に文書

分類用枠を表示するとともに、索引用紙（別記様式第10号）を付けるものとする。ただ

し、年を超えて常時使用する簿冊等については、この限りでない。また、電子文書を電

磁的記録媒体等に保管する場合には、当該電子文書とともに索引用紙データを保存し、

フォルダ名及びファイル名を簡潔なものとするほか、電磁的記録媒体にラベルを貼付す

るなど、保管されている文書の種類を明らかにすること。

（文書の加除等）

第36条 簿冊から文書を取り外し、又は他の簿冊にとじ替えしたときは、索引用紙にその

旨を朱書きし、経緯を明らかにしておかなければならない。

第10章 文書の保存及び廃棄等

（文書の保存）

第37条 文書は、所属長が指定した場所で保存するものとし、散逸、き損、紛失等に注意

するとともに、必要なものをいつでも取り出せるようにしておかなければならない。

２ 執務資料等、所属内に複数保管されている同一文書については、その一つを保存文書

とすることができる。

（保存期間の見直し）

第38条 所属長は、保存文書について、保存期間を延長する必要があると認めたときは、

期間を指定して保存期間の延長を行うことができる。この場合、施行文書にあっては、

関係する所属にその旨通知しなければならない。

２ 延長する文書の内容に変更がないときは、発出日を変更せず、文書分類用枠の上部に

「継続」、文書末尾左下部に継続措置状況として「継続日」及び「有効期限」を表示す

るものとする。

（文書の廃棄等）

第39条 保存期間が満了した文書については、別に定めのあるもののほか文書廃棄書（別

記様式第11号）を作成し、廃棄等に係る文書の索引用紙を添付し、所属長の承認を得て

廃棄等するものとする。

２ 期日指定文書については、指定された期日まで保管した後、廃棄等するものとする。

３ 常時、加除して使用する簿冊で、加除により不要となった文書については、他に定め

のあるものを除き、所属長が特に保存する必要がないと認めた場合は、その都度廃棄等

するものとする。

４ 保存文書について、特別な理由により保存の必要がないと当該文書の施行者が認めた

とき又は当該文書の保存期間が満了する前に廃止したときは、保存期間が満了する前に

廃棄等することができる。ただし、保存期間を永年とした文書については、保存期間が



10年を経過しなければ廃棄等することができないものとする。

５ 前項の規定に基づき保存文書を保存期間が満了する前に廃棄等するときは、当該文書

の施行者は、その理由及び経緯を明らかにし、関係する所属に通知しなければならな

い。

第11章 補則

（文書取扱いの特例）

第40条 部の長は、当該部において取り扱う文書のうち、人事又は情報に関するものその

他性質上この訓令の規定によることが適当でないものの取扱いについて、別段の定めを

することができる。この場合において、部の長は、総括文書管理者に協議した上、本部

長の承認を得なければならない。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成26年12月１日から施行する。

（秋田県警察職員の身上把握等に関する訓令の一部を改正する訓令）

２ 秋田県警察職員の身上把握等に関する訓令（平成25年秋田県警察本部訓令第７号）の

一部を次のように改正する。

第８条第３項中「秋田県警察文書管理規程（平成12年秋田県警察本部訓令第28号）」

を「秋田県警察文書管理規程（平成26年秋田県警察本部訓令第18号）」に改める。

この訓令は、平成27年３月13日から施行する。

附 則（平成27年３月13日本部訓令第３号）

この訓令は、平成30年３月23日から施行する。

附 則（平成30年３月23日本部訓令第４号）

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。

附 則（平成31年３月15日本部訓令第８号）

この訓令は、令和元年10月１日から施行する。

附 則（令和元年９月30日本部訓令第21号）

この訓令は、令和２年11月１日から施行する。

附 則（令和２年10月14日本部訓令第18号）

この訓令は、令和３年３月５日から施行する。

附 則（令和３年２月25日本部訓令第５号）

この訓令は、令和５年１月27日から施行する。

附 則（令和５年１月26日本部訓令第２号）


